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Ⅵ 基本構想策定後のバリアフリー化の推進にあたって 

国の定める「移動等円滑化の促進に関する基本方針」には、バリアフリーに関する意義

や目標などを定めるとともに、バリアフリー化の促進のために、国、地方公共団体、施設

管理者（事業者）、国民が、それぞれ果たすべき責務等についても定めている。 

これらを踏まえ、基本構想策定後、バリアフリー化の促進にあたって、横浜市、事業者、

市民が配慮すべき事項等について、以下に示す。 

 

１．特定事業の実施について 

・横浜市、事業者、市民は、互いに協力して、高齢者・障害者等にとって、より使い

やすい整備と円滑な事業の推進に努めることとする。 

・横浜市は、基本構想策定後、関係事業者が円滑な事業実施を行うために、事業者間、

及び高齢者・障害者等との情報交換・意見交換の促進に努めることとする。 

・事業者は、特定事業計画の立案、及び特定事業の実施にあたり、整備内容や配慮す

べき事項について、高齢者・障害者等の意見を反映させるように努めることとする。 

・市民は、移動等円滑化を推進するため、交通のバリアフリー化等の事業を実施する

にあたり、一人一人がお互いを理解するとともに、障害者等の移動の妨げとなる違

法駐輪等の自粛や自転車走行マナーに心掛け、障害者等移動困難者の介助を行うな

ど、互いに支え合い、思いやり、協力するように努めることとする。 

 

２．事業の進捗管理及び事業の評価について 

・横浜市は事業の進捗管理や事業評価の必要性を鑑み、その手法について検討してい

くこととする。 

 

３．進捗状況及び事業内容の広報について 

・横浜市と事業者は連携して、施設が有効に利用されるように、バリアフリー化の事

業の進捗状況、及びバリアフリー化された施設の位置や利用の仕方などの利用案内

について、広報に努めることとする。 

 

４．新たな技術開発の動向を踏まえたバリアフリー化のための事業の見直しについて 

・歩行空間のバリアフリー化には、物理的なバリアの解消とともに、情報提供などの

支援も求められており、現在、最先端の情報通信技術を活用した新たな歩行支援シ

ステムなど、バリアフリー化に関する技術開発が進められている。このような新た

な技術開発の動向を踏まえ、必要に応じて、バリアフリー化のための事業の見直し

について検討を行うものとする。 
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